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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、平成26年４月に当社ならびに連結子会社における固定資産の減損会計の適用を見直す機会があ

り、見直しの結果、一部の固定資産等について、過年度における減損の兆候の見誤りや減損損失の認識の

判定に使用する見積もり数値に誤りがあることが判明いたしました。一部の固定資産等とは、当社単体の

ものとしては新潟県長岡市に所在し平成13年以降第三者に賃貸中の工場であり、同工場については土地お

よび建物・付属設備等について減損を行いました。また、連結子会社関連のものとしては北九州市門司区

所在の株式会社ＫＨＩの事務所・工場であり、同社の土地、機械装置および工具器具備品等について減損

を行うとともに、過年度における減損の結果として減価償却費等の戻入を行いました。

更に、中国の連結子会社の内外会計基準差異に起因する会計処理の誤りがあったことも判明いたしまし

た。

なお、株式会社ＫＨＩについての上記の減損は、同社の業績回復可能性の見直し、さらには当社の株式

会社ＫＨＩに対する投融資等の評価の再算定につながり、この結果、当社の保有する関係会社株式の減損

及び同社への債権、債務保証等に対する引当金を計上することになりました。

これを受けて当社は、平成23年７月15日に提出いたしました第106期第１四半期（自　平成23年３月１

日　至　平成23年５月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正するものであります。

なお、連結財務諸表及び財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、

併せて修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第５　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については訂

正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第105期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第106期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第105期

会計期間

自  平成22年
    ３月１日
至  平成22年
    ５月31日

自  平成23年
    ３月１日
至  平成23年
    ５月31日

自  平成22年
    ３月１日
至  平成23年
    ２月28日

売上高 (千円) 947,470 829,846 3,815,946

経常損失(△) (千円) △135,261 △72,063 △419,899

四半期(当期)純損失(△) (千円) △184,734 △90,515 △342,365

純資産額 (千円) 2,926,427 2,614,631 2,685,284

総資産額 (千円) 5,870,999 6,031,194 6,007,336

１株当たり純資産額 (円) 40.36 36.41 37.40

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)金額

(円) △2.59 △1.27 △4.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.8 43.0 44.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △152,884 △118,224 △341,379

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,936 1,660 △95,392

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △24,772 37,560 236,500

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,017,826 916,728 992,139

従業員数 (人) 575 571 600
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第105期第１四半期連結累計(会計)期間、第105

期及び第106期第１四半期連結累計（会計）期間においては潜在株式が存在するものの１株当たり四半期(当

期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年５月31日現在

従業員数(人) 571
 

(注)  従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年５月31日現在

従業員数(人) 88
 

(注)  従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

試験機事業 425,783 ―

住生活事業 344,385 ―

ゆるみ止めナット事業 18,914 ―

合計 789,083 ―
 

(注) １．金額は販売価格によっております。

２．セグメント間の取引は相殺消去しております。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４．その他は、提供するサービスの性格上、生産実績に馴染まないため記載しておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 商品仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

試験機事業 29,540 ―

住生活事業 132,006 ―

ゆるみ止めナット事業 11,789 ―

合計 173,337 ―
 

(注) １．セグメント間の取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．その他は商品仕入がないため、記載しておりません。

　

(3) 受注状況

当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

試験機事業 549,763 ― 1,186,287 ―

合計 549,763 ― 1,186,287 ―
 

(注) １．金額は販売価格によっております。

２．セグメント間の取引は相殺消去しております。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４．住生活事業、ゆるみ止めナット事業及びその他は受注生産ではないため、記載しておりません。
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(4) 販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

試験機事業 447,211 ―

住生活事業 344,385 ―

ゆるみ止めナット事業 38,249 ―

合計 829,846 ―
 

(注) １．セグメント間の取引は相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．その他は売上がないため、記載しておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクにおいて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第1四半期連結会計期間（平成23年３月１日～平成23年５月31日）におけるわが国経済は、政府の

経済対策の効果などにより景気回復の兆しがみられたものの、平成23年３月11日に発生した東日本大震

災以降は、電力供給等のインフラへの深刻な影響、自粛ムードによる個人消費抑制などにより先行きの

不透明感が高まり、厳しい状況で推移いたしました。

このような状況の下、当社グループは、試験機事業では、受注環境が前連結会計年度の中盤からよう

やく改善傾向が見えましたが、売上予定のずれ込み等があり業績への反映までは至らず厳しい状況が続

きました。次に、住生活事業では、健康関連商品の多様化や中国国内や欧米をターゲットとした中国子

会社での家電製品の製造・販売等新たな取り組みを進めております。また、ゆるみ止めナット事業で

は、ゆるみ止めナットの顧客基盤や認知度は順調に拡大しているものの、従来型のボルトナットが価格

競争を主因に売上が伸び悩み、低迷いたしました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高829,846千円（前年同期比12.4%減）、経常損

失72,063千円（同期は135,261千円の経常損失）、四半期純損失は90,515千円（前年同期は184,734千円

の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。　

①試験機事業

試験機事業では、受注環境の大幅改善の中、プロダクトミックスの見直しやグループ会社相互の連携

による顧客基盤の拡大などシナジー効果の追求を進めているところであり、一部の大型案件の納期ずれ

を主因に売上高は計画未達となったものの、復興需要もあり修理・メンテナンスが好調なことから利益

を確保しました。

以上の結果、試験機事業の売上高は447,211千円、営業利益57,003千円となりました。

②住生活事業
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住生活事業では、一般消費者向けの健康関連商品などの販売が堅調なものの、中国子会社の業績を含

め総じて計画未達となりました。

以上の結果、住生活事業の売上高は344,385千円、営業損失は8,515千円となりました。

③ゆるみ止めナット事業

ゆるみ止めナット事業では、拡販活動によるゆるみ止め製品（ナット、スプリング）の市場浸透は進

んでおりますが、従来型のボルトナットの価格競争力が落ちているほか、汎用サイズのゆるみ止めナッ

トが生産数量との兼ね合いで原価高になっていることから低減施策を推進しております。売上高は計画

値を大幅に下回り、損益は前年同期に比べ改善が図られているものの厳しい状況となりました。

以上の結果、ゆるみ止めナット事業の売上高は38,249千円、営業損失30,160千円となりました。

④その他

デジタル事業を当第1四半期連結会計期間より、その他として区分することといたしました。なお、

当該事業は業務提携先の問題による提携の解消などビジネス環境の急激な変化による事業縮小から、新

たな事業を模索しているところであります。

　以上の結果、その他の売上高はなく、営業損失3,220千円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末における総資産は、6,031,194千円となり、前連結会計年度末に比べ

23,857千円増加いたしました。

流動資産は3,520,388千円となり、前連結会計年度末に比べ31,874千円減少いたしました。これは主

に現金及び預金の減少81,405千円、受取手形及び売掛金の増加85,573千円たな卸資産の増加109,390千

円によるものであります。

固定資産は2,510,739千円となり、前連結会計年度末に比べ55,960千円増加いたしました。これは主

に無形固定資産の増加96,146千円、破産更生債権の減少29,920千円、のれんの償却5,450千円、その他

減価償却費の計上によるものであります。

繰延資産は66千円となり、前連結会計年度末に比べ228千円減少しました。これは株式交付費ならび

に社債発行費の償却によるものであります。

当第1四半期連結会計期間末における負債は、3,416,562千円となり、前連結会計年度末に比べ94,511

千円増加いたしました。

流動負債は1,604,375千円となり、前連結会計年度末に比べ131,013千円増加いたしました。これは主

に支払手形及び買掛金の減少70,286千円、短期借入金の増加90,000千円、貸借対照表上、その他に含め

ております前受金の増加113,348千円によるものであります。

　固定負債は1,812,187千円となり、前連結会計年度末に比べ36,502千円減少いたしました。これは主

に長期借入金の減少61,675千円、退職給付引当金の増加11,862千円によるものであります。

純資産は、2,614,631千円となり、前連結会計年度末に比べ70,653千円減少いたしました。これは主

に四半期純損失90,515千円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ75,410千円減

少し、916,728千円となりました。

当第1四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第1四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は118,224千円

（前年同期は152,884千円の減少）となりました。これは主に売上債権の増加77,727千円、たな卸資産

の増加106,129千円等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第1四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローの資金の増加は1,660千円(前

年同期は9,936千円の減少)となりました。これは主に定期預金の払戻による資金増加70,020千円、定期

預金の預入による支出64,026千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第1四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローの資金の増加は37,560千円

（前年同期は24,772千円の減少）となりました。これは主に借入による収入140,000千円、借入金の返

済による支出102,440千円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,034千円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な

設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 260,000,000

計 260,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年７月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,337,916 71,337,916
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 71,337,916 71,337,916 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成21年８月18日開催の当社取締役会決議に基づき平成21年９月７日に第三者割当の方法により発行

した平成21年第１回新株予約権(以下「本新株予約権」という。)の内容は、次のとおりであります。

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 12,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,000,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり42

新株予約権の行使期間
自  平成21年９月24日
至  平成23年９月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格       43.5
資本組入額    21.75

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締
役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １．本新株予約権の払込金額

本新株予約権１個あたり1,500円

２．本新株予約権の目的となる株式の数

(1) 新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株

式を処分(以下当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。)する数は1,000株(以下「割当株式数」と

いう。)とする。ただし、本項第(3)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的とな

る株式の総数は、調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

(2) 当社が第４項の規定に従って行使価額(第３項第(1)号に定義する。)の調整を行う場合には、割当株式数

は次の算式により調整される。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。な

お、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第４項に定める調整前行使価額及び調整

後行使価額とする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額
 

(3) 調整後の割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第４項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整

に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、原則として、適用開始日の前日までに本新株予約権者に対し、

かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必

要な事項を書面にて通知する。ただし、適用開始日の前日までに当該通知ができないときは、適用開始日

以降速やかにこれを行う。

３．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(1) 本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される当社普

通株式１株あたりの金銭の額(以下「行使価額」という。)は、当初42円とする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額(ただし、第４項によって調整された場

合は調整後の行使価額)に割当株式数を乗じた額とする。

４．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更が生

じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「行使価額調整式」という。)を

もって行使価額を調整する。

　 　 　 　 既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数 × １株あたりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数
 

(2) 行使価額調整式により、本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期

については、次に定めるところによる。

①  本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合(ただし、当

社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本号において同じ。)

その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合を除く。)

調整後の行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられているときは当該払込期間の最終日

とする。以下同じ。)の翌日以降、また、当社普通株式の株主(以下「普通株主」という。)に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降にこれを適用する。

②  株式分割又は株主無償割当てにより当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当て

について普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降、ま

た、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がない場

合又は普通株主以外の株主に当社普通株式の無償割当てをする場合は当該割当ての効力発生日の翌日以

降に、それぞれこれを適用する。

③  本項第(4)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付をする旨の定めがある取得請求

権付株式若しくは取得条項付株式を発行する場合(無償割当ての場合を含む。)又は本項第(4)号②に定

める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利

を発行又は付与する場合(無償割当ての場合を含む。)

調整後の行使価額は、取得請求権付株式若しくは取得条項付株式又は新株予約権その他の証券又は権利

の全てが当初の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を

準用して算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生日)の

翌日以降にこれを適用する。ただし、普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合

はその翌日以降にこれを適用する。

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式若しくは

取得条項付株式又は新株予約権その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合は、調整

後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式若しくは取得条項付株式又は
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新株予約権その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使され当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降にこれを適用する。

④  本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取

締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後の

行使価額は、当該承認があった日の翌日以降に適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当

該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法によ

り、当社普通株式を交付する。この場合、１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金によ

る調整は行わないものとする。

株式数 ＝

(調整前行使価額 － 調整後行使価額) ×
調整前行使価額により当該期間内に
交付された当社普通株式数

調整後行使価額
 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場

合は、行使価額の調整は行わないものとする。ただし、その後さらに行使価額の調整を必要とする事由が

発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこ

の差額を差し引いた額を使用する。

(4) ①  行使価額調整式の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②  行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(ただし、本項第(2)号④の場合は

基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終値のない日数を除く。)の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数

第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③  行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日(基準日を定めない場合は効力発生日)がある

場合はその日、基準日(基準日を定めない場合は効力発生日)がない場合は調整後の行使価額を適用す

る日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当社の有する当社普通株式

の数を控除した数とする。また、本項第(2)号④の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株

式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないもの

とする。

(5) 本項第(2)号に定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は必要な行

使価額の調整を行う。

①  株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②  その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。

③  その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、原則として、適用開始日の前日までに本新株予約権者に対し、か

かる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要

な事項を通知する。ただし、適用開始日の前日までに当該通知ができないときは、適用開始日以降速やか

にこれを行う。

５．本新株予約権の取得の事由及び取得の条件

①  当社は、当社が吸収合併による消滅、株式移転又は株式交換により他の会社の完全子会社となることを当

社の株主総会で決議した場合、当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を無償で取得するこ

とができるものとする。

②  当社は、本新株予約権の取得を当社取締役会にて決議した場合は、①本新株予約権証券が発行されていな

い場合には、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知し、②本新株予約権証券が発行されている場

合は、会社法第273条、第274条及び第293条の規定に従って公告及び通知をした上で、当社取締役会の定

める取得日に、本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができるものと

し、本新株予約権の一部を取得する場合には、抽選その他の合理的な方法により行う。この場合、本新株

予約権者に対し、本新株予約権１個につき当該新株予約権１個の払込金額と同額の対価を支払う。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年３月１日～
平成23年５月31日

― 71,337,916 ― 2,713,552 ― 200,233
 

　

(6) 【大株主の状況】

当社は、第１四半期会計期間の末日及び第３四半期会計期間の末日については、株式会社証券保管振

替機構に対し総株主通知請求を行っておらず、また、大量保有報告書等の写しの送付等がなかったた

め、当第１四半期会計期間においては、大株主の異動は把握しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成23年２月28日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式23,000  

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式71,256,000
 

71,256 同上

単元未満株式 普通株式58,916  ― 同上

発行済株式総数 71,337,916 ― ―

総株主の議決権 ― 71,256 ―
 

(注)１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が３千株含まれ

ております。

 　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式430株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　
㈱テークスグループ

東京都千代田区内神田
二丁目15番２号

23,000 ― 23,000 0.03

計 ― 23,000 ― 23,000 0.03
 

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
３月 ４月 ５月

最高(円) 24 29 28

最低(円) 8 17 20
 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。
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第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年３月

１日から平成22年５月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年３月１日から平成23年５月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してい

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　　　　 当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 1,004,754 1,086,160

　 　 受取手形及び売掛金 ※3 1,269,350 ※3 1,183,776

　 　 商品及び製品 357,001 336,461
　 　 仕掛品 474,435 400,050
　 　 原材料及び貯蔵品 134,486 120,020
　 　 繰延税金資産 6,218 5,168
　 　 その他 300,695 432,189
　 　 貸倒引当金 △26,553 △11,563

　 　 流動資産合計 3,520,388 3,552,262

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 　 　

　 　 　 建物及び構築物（純額） ※1, ※2 356,733 ※1, ※2 386,623

　 　 　 機械装置及び運搬具（純額） ※1 183,239 ※1 190,895

　 　 　 土地 ※2 1,460,405 ※2 1,460,405

　 　 　 建設仮勘定 40,216 37,241

　 　 　 工具、器具及び備品（純額） ※1 32,909 ※1 33,717

　 　 　 有形固定資産合計 2,073,503 2,108,883

　 　 無形固定資産 　 　
　 　 　 借地権 33,350 34,426
　 　 　 のれん 138,317 143,768
　 　 　 その他 110,936 8,264

　 　 　 無形固定資産合計 282,605 186,458

　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 投資有価証券 12,347 12,410
　 　 　 保険積立金 29,631 29,136
　 　 　 繰延税金資産 23,257 20,034
　 　 　 破産更生債権等 302,811 332,731
　 　 　 その他 68,394 67,755
　 　 　 貸倒引当金 △281,811 △302,631

　 　 　 投資その他の資産合計 154,630 159,436

　 　 固定資産合計 2,510,739 2,454,778

　 繰延資産 　 　
　 　 株式交付費 66 133
　 　 社債発行費 － 161

　 　 繰延資産合計 66 295

　 資産合計 6,031,194 6,007,336
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（単位：千円）

　　　 当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 616,043 686,330

　 　 1年内返済予定の長期借入金 ※2 409,740 ※2 400,505

　 　 短期借入金 ※2 90,000 －

　 　 未払法人税等 16,510 15,590
　 　 未払消費税等 7,679 11,468
　 　 未払金 108,913 127,172
　 　 未払費用 56,682 64,681
　 　 賞与引当金 36,123 21,011
　 　 リース資産減損勘定 27,651 27,651
　 　 その他 235,030 118,949

　 　 流動負債合計 1,604,375 1,473,362

　 固定負債 　 　

　 　 長期借入金 ※2 1,092,080 ※2 1,153,755

　 　 再評価に係る繰延税金負債 440,064 440,064
　 　 繰延税金負債 3 28
　 　 退職給付引当金 199,192 187,330
　 　 長期リース資産減損勘定 54,994 61,907
　 　 その他 25,852 5,603

　 　 固定負債合計 1,812,187 1,848,689

　 負債合計 3,416,562 3,322,051

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 2,713,552 2,713,552
　 　 資本剰余金 200,233 200,233
　 　 利益剰余金 △1,036,009 △945,494
　 　 自己株式 △3,610 △3,610

　 　 株主資本合計 1,874,165 1,964,680

　 評価・換算差額等 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 4 42
　 　 土地再評価差額金 643,838 643,838
　 　 為替換算調整勘定 78,622 58,722

　 　 評価・換算差額等合計 722,465 702,604

　 新株予約権 18,000 18,000
　 少数株主持分 － －

　 純資産合計 2,614,631 2,685,284

負債純資産合計 6,031,194 6,007,336
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(2) 【四半期連結損益計算書】

　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年５月31日)

売上高 947,470 829,846

売上原価 742,603 598,012

売上総利益 204,866 231,834

販売費及び一般管理費 ※1 312,803 ※1 283,570

営業損失（△） △107,936 △51,736

営業外収益 　 　
　 受取利息 229 211
　 不動産賃貸料 2,039 1,638
　 業務受託料 － 1,809
　 助成金収入 3,465 －
　 その他 3,758 2,596

　 営業外収益合計 9,492 6,256

営業外費用 　 　
　 支払利息 7,984 9,229
　 株式交付費償却 1,840 66
　 為替差損 7,769 480
　 不動産賃貸費用 5,153 5,124
　 支払手数料 8,000 －
　 その他 6,069 11,681

　 営業外費用合計 36,818 26,582

経常損失（△） △135,261 △72,063

特別利益 　 　
　 貸倒引当金戻入額 1,808 1,025

　 特別利益合計 1,808 1,025

特別損失 　 　
　 貸倒引当金繰入額 20,387 9,100
　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,500

　 特別損失合計 20,387 10,600

税金等調整前四半期純損失（△） △153,840 △81,637

法人税、住民税及び事業税 20,306 12,625

法人税等調整額 17,423 △3,748

法人税等合計 37,730 8,877

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △90,515

少数株主損失（△） △6,836 －

四半期純損失（△） △184,734 △90,515
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

　　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
 至 平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 税金等調整前四半期純損失（△） △153,840 △81,637
　 減価償却費 34,421 19,880
　 賞与引当金の増減額（△は減少） 19,890 15,111
　 のれん償却額 14,736 5,450
　 退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,169 11,862
　 貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,095 6,273
　 受取利息及び受取配当金 △229 △211
　 支払利息 7,984 9,229
　 為替差損益（△は益） － 1
　 売上債権の増減額（△は増加） △38,495 △77,727
　 たな卸資産の増減額（△は増加） 72,833 △106,129
　 仕入債務の増減額（△は減少） △50,541 △75,206
　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,500
　 未払又は未収消費税等の増減額 △14,759 △3,789
　 その他 △12,731 90,770

　 小計 △115,657 △184,623

　 利息及び配当金の受取額 229 211
　 利息の支払額 △8,263 △10,014
　 収用補償金の受取額 － 87,220
　 法人税等の支払額 △29,193 △11,017

　 営業活動によるキャッシュ・フロー △152,884 △118,224

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 定期預金の預入による支出 △50,011 △64,026
　 定期預金の払戻による収入 62,508 70,020
　 有価証券の取得による支出 △15,000 －
　 有形固定資産の取得による支出 △7,432 △4,334

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,936 1,660

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 短期借入れによる収入 － 90,000
　 長期借入れによる収入 90,000 50,000
　 長期借入金の返済による支出 △94,774 △102,440
　 社債の償還による支出 △20,000 －
　 自己株式の取得による支出 △12 －
　 その他 14 －

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △24,772 37,560

現金及び現金同等物に係る換算差額 △829 3,593

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △188,423 △75,410

現金及び現金同等物の期首残高 1,206,250 992,139

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 1,017,826 ※1 916,728
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日)

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更
　当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した特可思（北京）進
出口有限公司を連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数
９社

２．会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３

月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。
 

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
 

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間

(自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日)

１．棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により、算出する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算出方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算出する方法によっております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年３月1日　至　平成23年５月31日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  1,821,655千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  1,799,545千円

※２  担保に供している資産

建物及び構築物 241,587千円

土地 1,458,302千円

計 1,699,890千円
 

上記に対応する債務

短期借入金 90,000千円

長期借入金 1,160,932千円

(うち１年以内返済予定) 332,016千円
 

※２  担保に供している資産

建物及び構築物 244,006千円

土地 1,458,302千円

計 1,702,309千円
 

上記に対応する債務

長期借入金 1,212,972千円

(うち１年以内返済予定) 321,936千円
 

 
※３  受取手形割引高 96,413千円

      受取手形裏書譲渡高 2,139千円
 

※３  受取手形割引高 28,376千円

      受取手形裏書譲渡高 2,058千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。

給与賞与 102,378千円

賞与引当金繰入額 23,693千円

旅費交通費 21,218千円

業務委託費 20,374千円
 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。

給与賞与 105,117千円

賞与引当金繰入額 17,175千円

旅費交通費 21,119千円

業務委託費 19,992千円
 

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,111,838千円

預入期間３ヵ月超の定期預金 △94,011千円

現金及び現金同等物 1,017,826千円
 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,004,754千円

預入期間３ヵ月超の定期預金 △88,026千円

現金及び現金同等物 916,728千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年５月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日

  至  平成23年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 71,337,916
 

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 23,430
 

　

３．新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(千株)
当第１四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 普通株式 12,000 18,000
 

　

４．配当に関する事項

無配のため記載すべき事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

　

　
試験機事業
(千円)

住生活事業
(千円)

デジタル
事業
(千円)

ゆるみ止め
ナット事業
  
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

518,513 383,725 ― 45,231 947,470 ― 947,470

  (2) セグメント間の
      内部売上高

― ― ― ― ― ― ―

計 518,513 383,725 ― 45,231 947,470 ― 947,470

営業利益(又は営業損失) 36,938 3,785 △3,411 △77,164 △39,852 (68,083) △107,936
 

(注) １．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

試験機事業 動力計、環境試験装置、性能・耐久試験機、疲労及び動的試験機等

住生活事業 金型、プラスティック製品、木工製品、家庭用電気製品等

デジタル事業 マルチメディア端末のサーバーサービス

ゆるみ止めナット事業 ハイパーロードナット、ハイパーロードスプリング、ハイテンションボルト
 

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

　

　
日本
(千円)

中国
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

704,473 242,997 947,470 ― 947,470

  (2) セグメント間の
      内部売上高

2,582 11,074 13,656 (13,656) ―

計 707,055 254,071 961,126 (13,656) 947,470

営業利益(又は営業損失) △41,745 △1,915 △43,661 (64,275) △107,936
 

(注)  国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

　

　 中国 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 242,997 242,997

Ⅱ  連結売上高(千円) 　 947,470

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

25.6 25.6
 

(注) １．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

２．国又は地域の区分は、中国のみとなっております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

  平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、経営陣が経営資源の配分の決定等のために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループの「試験機事業」は、試験・計測機器の製造販売、保守サービス・メンテナンスを主に

行っております。「住生活事業」は、プラスチック製品、木工製品、家庭用電気製品などの製造・販売

を主に行っております。「ゆるみ止めナット事業」は、ナット脱落防止スプリングと緩み防止スプリン

グ内蔵ナットを開発し製造販売を行っております。

　したがって当社グループは取り扱う製品やサービス別のセグメントから構成されており、「試験機事

業」、「住生活事業」、「ゆるみ止めナット事業」の３つを報告セグメントとしております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年３月１日  至  平成23年５月31日)

　
　

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

調整額　　
（千円）　
（注）２

四半期連結
損益計算書
上額(千円)
（注）３　

試験機事業
(千円)

住生活事業
(千円)

ゆるみ止
めナット
事業 
(千円)

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

447,211 344,385 38,249 829,846 ― 829,846 ― 829,846

  (2) セグメント間の
      内部売上高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 447,211 344,385 38,249 829,846 ― 829,846 ― 829,846

セグメント利益(又は
損失)

57,003 △8,515 △30,160 18,327 △3,220 15,107 △66,844 △51,736
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等であ

ります。

　２．セグメント利益の調整額△66,844千円は、その主なものは基礎的試験研究費などに要した費用お

よび当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年５月31日)

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べて著しい変動が

ありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年５月31日)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動があ

りません。

　

(資産除去債務関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年５月31日)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、当第１四半期連結会計期間の期首におけ

る残高に比べて著しい変動がありません。

　

(賃貸等不動産関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年５月31日)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比べて著しい変

動がありません。

　

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末
(平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 36.41円
 

１株当たり純資産額 37.40円
 

 

　
２．１株当たり四半期純損失金額等

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

１株当たり四半期純損失金額 △2.59円
 

１株当たり四半期純損失金額 △1.27円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年３月１日
至  平成23年５月31日)

１株当たり四半期純損失金額 　 　

  四半期純損失(△)(千円) △184,734 △90,515

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △184,734 △90,515

  期中平均株式数(千株) 71,315 71,314
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(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりませ

ん。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   湯   浅   信   好   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   三   宅   孝   典   ㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年５月28日

株式会社東京衡機

（旧会社名 株式会社テークスグループ）

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京衡

機（旧会社名　株式会社テークスグループ）の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第１四半

期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から

平成23年５月31日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京衡機（旧会社名　株式会社テークスグループ）及び

連結子会社の平成23年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定

に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表について四半期レビューを

行った。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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